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⽇本フードサービス協会研究助成 研究成果報告書 
１．研究の概要 
本研究では、外⾷産業の海外展開に関する既存研究を展望し、株式会社アール・ディー・
シーの事例を調査することで、外⾷産業の海外展開の成功要因を明らかにすることを⽬
的する。具体的には、(1)外⾷産業の海外展開に関する最近の研究やレポートを展望し、
外⾷産業の海外展開の成功に必要な戦略や成功要因についての知⾒を得る；(2)アール・
ディー・シーの事例調査から、海外進出に成功した理由や戦略を分析し、成功（あるいは
失敗）する要因を⾒いだす；(3)アール・ディー・シーの公開資料の調査や、公表されて
いる情報、報道記事、インタビュー記事などの調査；(4)アール・ディー・シーへのイン
タビュー調査を実施し、事業戦略、市場環境、競合状況、経営課題、解決策などについて
ケースライティングを⾏う。また合わせて、中国市場における外⾷産業の状況の分析・把
握と中国市場における外⾷産業の状況や傾向、消費者の好みやニーズ、中国における地元
企業との競争、協業の状況を分析し、わが国外⾷産業による中国展開の戦略や成功要因の
把握に結びつける。 
２．研究の⽬的 
株式会社アール・ディー・シーの事例調査によって、下記の知⾒を得る： 
(1) ⾷ビジネスの海外展開の背景と課題の整理 
(2) 創業者の意思の果たす役割についての経営⼈類学的分析 
３．研究の⽅法 
株式会社アール・ディー・シーへのインタビュー調査などを⽤いたケーススタディ 
４．研究成果 
主な研究成果は下記の通りである： 

海外展開の課題と対応： 

・ハードウェア（設備調達など）、ソフトウェア（⾷材調達など）、制度的対応（送⾦など） 
・ローカライズ戦略の実態 
ローカライズされたメニュー戦略への示唆 

寿司は極めて有名であるにもかかわらず、（⽣⿂を伴うために）極めてハードルが⾼い
という特徴を併せ持つ。この「知名度はあるがハードルが⾼い」という特性を持つ寿司、
という観点を持つことによって、より⼀般的な⾷の海外ビジネス展開とマーケティング
の観点から改めて重要な⽰唆を得ることができる： 

１．海外の消費者にとっての寿司の評価は状況依存的である。継続的に「⾷べて美味し
い」と感じる寿司と、⼈⽣で⼀度は「体験」してみたいと感じる寿司の間で、「⼈
気」の意味が異なっていることが考えられ、それを理解することが海外ビジネス展
開においては重要となる。具体的には、 
a. 中国国内においてよく売れる寿司：⽇常的環境の中で「美味しい」と感じる寿

司（フォアグラ寿司など） 
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b. 中国国内において体験的に⾷する寿司：⾃国内で「⾮⽇常的体験」としての寿
司（中国内における寿司屋（⽇本⾷レストラン）で⾷べる「⽇本の」寿司） 

c. 外国としての⽇本における寿司：外国における「体験」としての寿司（⽇本国
内の「寿司屋」で⾷する正統な寿司） 

２．海外の消費者にとっての「⽇本⾷レストラン」の認知構造 
中国国内での「⽇本⾷レストラン」の業態の認知構造は、⽇本国内での⽇本⾷の外
⾷の業態分類よりは遥かに粗い。そのため、⽇本の消費者は通常、⽇本国内の寿司
屋で焼き⿃や焼き⿂、鍋物などが提供されることを期待しないが、中国の消費者は
それを「当然」のこととして期待する可能性が⾼い。メニュー、サービス、店舗設
計などの組み合わせについて複合的な戦略が求められる。 

創業者の意思の果たす役割についての経営人類学的分析へ向けて 

 アール・ディー・シーの海外展開の動機は「創業者の想い」であった。その経緯は、創

業者の想いと事業継承の関係を分析・理解する貴重な事例となっている。 

今後の課題 

・中国とその他の国々との成果の⽐較 
・創業者の意思の継承についての経営⼈類学的分析について、フィールドワーク⼿法な
ども取り⼊れた研究継続の可能性を追求したい。 
５．資⾦使途  
ケーススタディに関わる旅費と資料購⼊。 

 

創業者の想いと事業継承の関係ー本研究の事例から

創業者の
想い

経営者の
肉付け

Core
理念の継承
創業者から受け継いだのは、
「手の届く贅沢の追求」という
ブランド遡及、「がってん承知」
の精神
異文化への適応力と柔軟な姿勢
事業展開方向
日本文化を広めたい、海外の人
に寿司を食べてほしい
環太平洋地域での店舗展開志向 具体的な事業計画見直し

フィリピンでのエビ養殖事業、アメリカで
の海外事業（がってん寿司、優勝軒）など
不採算が続いた事業からの撤退

規模に応じて具体的な戦
略を考える
企業理念の刷新など
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